
【別紙様式】

事業名

総事業費

（千円）
47,949千円

交付金関連事業費

（交付対象経費）

（千円）

47,949千円

事業概要

物価高から国民生活を守る

（経済対策）との関係

　羽島市は、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者や事業者の支援として、物価高騰対

応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、以下の事業を実施します。

羽島市病院事業会計補助金

①目的

　市内唯一の病院である羽島市民病院に対し、エネルギー価格高騰に対する支援と

して補助金を繰り出し、地域の医療提供体制を維持する。

②交付金を充当する経費・算定根拠

　・令和6年度電気料金高騰による影響見込額　22,722,308円…ア

　・令和6年度ガス料金高騰による影響見込額　25,227,161円…イ

　（ア＋イ）22,722,308円＋25,227,161円＝47,949,469円≒47,949千円

③交付対象

　１）交付対象者

　　羽島市民病院

　２）交付対象者の選定理由・選定方法

　　入院患者1日平均174人、外来患者1日（平日）平均400人（いずれも令和5年度

　　実績）が利用する地域医療の中心的役割を担う医療機関であり、その事業規模

　　からエネルギー価格の高騰が経営に及ぼす影響も大きいため。

④期待される効果

　エネルギー価格高騰に対する支援により経営を安定させることで、地域住民に急

性期医療や救急医療などの医療サービスを継続して提供することができる。

　羽島市民病院は、令和5年度実績で入院患者数が令和元年度比 14.6％減、外来患

者数が令和元年度比 14.1％減という状況にある。また、エネルギー価格を含む物価

高騰により、経営状況が圧迫されている状況が続いている。

　エネルギー価格高騰に対する補助金を繰り出し、病院事業の継続を支援する本事

業は、物価高騰の影響を受けている事業者の支援を通じた地方創生に資する事業に

該当するものであり、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用することが

妥当である。



【別紙様式】

事業名

総事業費

（千円）
31,531千円

交付金関連事業費

（交付対象経費）

（千円）

31,531千円

事業概要

物価高から国民生活を守る

（経済対策）との関係

　羽島市は、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者や事業者の支援として、物価高騰対

応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、以下の事業を実施します。

羽島市水道事業会計繰出

①目的

　電力価格を含む物価高騰に伴い、水道事業者の維持管理経費が増大しているた

め、繰出金による支援を行うことで事業経営の安定化を図る。

②交付金を充当する経費・算定根拠

　羽島市水道事業会計への繰出金

　　令和6年度水源地電力料の価格高騰分相当額

　　2,919,345kw（年間電力使用量）×10.801円（電力料高騰分）＝31,531,845円

≒31,531千円

③交付対象

　１）交付対象者

　　羽島市水道事業

　２）交付対象者の選定理由・選定方法

　　電力価格を含む物価高騰に伴い、水道事業者の維持管理経費が増大し

　　ており、経費増額分を料金に転嫁すると利用者の負担が増加することから、

　　市繰出金により支援する。

④期待される効果

　水道事業の経営が安定し、サービスの継続的な提供が可能となる。

　水道事業は、電力価格を含む物価高騰により、経営状況が圧迫されている。

　電力価格高騰に対する補助金を繰り出し、水道事業の継続を支援する本事業は、

物価高騰の影響を受けている事業者の支援を通じた地方創生に資する事業に該当す

るものであり、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用することが妥当で

ある。



【別紙様式】

事業名

総事業費

（千円）
20,368千円

交付金関連事業費

（交付対象経費）

（千円）

20,368千円

事業概要

物価高から国民生活を守る

（経済対策）との関係

　羽島市は、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者や事業者の支援として、物価高騰対

応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、以下の事業を実施します。

羽島市下水道事業会計繰出

①目的

　電力価格を含む物価高騰に伴い、下水道事業者の維持管理経費が増大しているた

め、繰出金による支援を行うことで事業経営の安定化を図る。

②交付金を充当する経費・算定根拠

　羽島市下水道事業会計への繰出金

　　令和6年度浄化センター電力料の価格高騰分相当額

　　2,397,409kw（年間電力使用量）×8.496円（電力料高騰分）＝20,368,386円≒

20,368千円

③交付対象

　１）交付対象者

　　羽島市下水道事業

　２）交付対象者の選定理由・選定方法

　　電力価格を含む物価高騰に伴い、下水道事業者の維持管理経費が増大し

　　ており、経費増額分を使用料に転嫁すると利用者の負担が増加することから、

　　市繰出金により支援する。

④期待される効果

　下水道事業の経営が安定し、サービスの継続的な提供が可能となる。

　下水道事業事業は、電力価格を含む物価高騰により、経営状況が圧迫されてい

る。

　電力価格高騰に対する補助金を繰り出し、下水道事業の継続を支援する本事業

は、物価高騰の影響を受けている事業者の支援を通じた地方創生に資する事業に該

当するものであり、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用することが妥

当である。


